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１． 17 年 9 月中間期の連結業績（平成 17 年 4 月 1日～平成 17 年 9 月 30 日） 
(1) 連結経営成績                              （百万円未満切捨） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 
17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

百万円   ％ 
      13,307        △3.5 
      13,789        △4.4 

百万円   ％ 
         246         － 
         △97         － 

百万円   ％ 
         246         － 
         △47         － 

17 年 3 月期       26,760                  △319                △220       

 
 

中間（当期）純利益 
１株当たり中間 
（当期）純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり中間（当期）純利益 

 
17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

百万円   ％ 
      △8,755         － 
        △368         － 

円  銭 
              △581    86 
               △35    49 

円  銭 
                －    － 
                －    － 

17 年 3 月期         △891                       △86    03                 －    － 
 (注)①持分法投資損益  17 年 9 月中間期 － 百万円  16 年 9 月中間期 － 百万円  17 年 3 月期 － 百万円 
     ②期中平均株式数(連結) (普通株式)17 年 9 月中間期 15,078,372 株 16 年 9 月中間期 10,385,340 株 
                                   17 年 3 月期 10,358,077 株 

(優先株式)17 年 9 月中間期 3,885,245 株 16 年 9 月中間期 －株 17 年 3 月期 －株 
     ③会計処理の方法の変更   有 
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

百万円 
       15,226 
       20,685 

百万円 
        2,272 
        7,563 

％ 
             14.9 
             36.6 

円   銭 
       22      13 
      732      11 

17 年 3 月期        20,180         7,014              34.8       679      00 
（注）期末発行済株式数(連結) (普通株式)17 年 9 月中間期 21,329,234 株 16 年 9 月中間期 10,330,921 株 
                                   17 年 3 月期 10,330,246 株 

(優先株式)17 年 9 月中間期 9,000,000 株 16 年 9 月中間期 －株 17 年 3 月期 －株 
 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による         
キャッシュ･フロー 

投資活動による         
キャッシュ･フロー 

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高         

 
17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

百万円 
         545 
          85 

百万円 
              △823 
      △1,065 

百万円 
      1,950 
        983 

百万円 
       2,912 
       1,502 

17 年 3 月期          713       △1,759          786        1,239 
  
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数    １社  持分法適用非連結子会社数    －社  持分法適用関連会社数   －社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)   －社 (除外)    １社   持分法 (新規)   －社 (除外)   －社 
 
２．18 年 3 月期の連結業績予想（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日) 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 
通   期 

百万円 
24,372 

百万円 
460 

百万円 
  △8,581 

(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期） △404 円 02 銭 

 ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々 

な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 
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１.企業集団の状況 

 

当社グループは、当社及び子会社１社より構成されております。 

各会社の事業内容は、次のとおりであります。 

なお、当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別によって記載しております。 

当 社          ･･･････････ す し 部 門       ：廻転寿司の店舗経営 

 レストラン部門：和食・とんかつ・焼肉・中華・イタリア料理等の店舗経営 

 食 材 部 門       ：フランチャイズ店への食材販売 

 そ の 他 部 門       ：フランチャイズ店への経営指導 

株式会社アトムライス･･･････････ 食 材 部 門       ：シャリの製造及び販売 

 

上記の事項を事業系統図により示すと、次のとおりであります。 

 

お       客       様 

 

 

                            寿司及び和食・とんかつ 

・焼肉・中華・イタリア料理等の販売  

 

 

 

 

 

 

 

 

※                            

                                                           

 

                 

                                                            

寿司ご飯及び米等の販売                   

 

 

   ※ 連結子会社 

    

㈱アトム（当社） 

（フライチャイズ店舗を含む） 

㈱ ア ト ム ラ イ ス 
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２．経 営 方 針 

 

（１）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、すし部門で廻転寿司の「海鮮アトムボーイ」「廻転寿司アトムボーイ」「にぎりの徳兵衛」等、

レストラン部門で焼肉の「カルビ大将」「唐楽家」「韓の食卓」、和食の「えちぜん」「歓喜亭」、とんかつの「かつ

時」、中華料理の「ザ・フォーロン」等の多業態を展開営業している総合外食事業会社であります。 
当社グループの経営理念は、外食事業を通じてお客様の食文化の創造と地域社会への貢献を目指し、常にお客様

の満足を第一に考え、喜ばれ信頼される企業として発展し続けることであります。 
 

（２）会社の利益配分に関する基本方針 

当社グループは、株主の皆様への利益還元を企業経営の重要な柱と考え、財務体質の強化を図りながら、業績に

連動した配当を継続的に実施することを基本方針としております。 
また、内部留保金につきましては、経営体質の強化と今後の事業展開に活用し、企業価値の向上に資する所存で

あります。 
 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループとしましては当連結会計期間において不採算店の整理を行い、翌期以降については中京地区に経営

資源を集中させると共に、中京圏に特化した業態戦略、商品開発を進め、地域のお客様に親しまれるチェーングル

ープを目指してまいります。出店業態につきましては、焼肉業態、廻転寿司、和食業態を中心に展開し、愛知、岐

阜、福井、静岡においての店舗網の拡大を図ります。採算性の低い業態に関しては、採算性向上のための業態再構

築、他業態への転換を進めてまいります。 
一方、食材等の仕入に関しては提携先コロワイドグループと共同仕入を行い、同グループとのスケールメリット

を活かした取引を行うことでより良い商品を低価格で購入し、お客様により満足しいていただける商品開発を行い、

集客力の向上とコスト削減に取り組んでまいります。 
 

（４）会社の対処すべき課題 

 当連結会計期間において当社グループは、減損会計の適用による減損損失を主とした多額の特別損失の計上によ

り、債務超過の恐れがあったものの、平成１７年７月に第三者割当増資を行い債務超過を回避するとともに、転換

社債発行により資金調達を行いました。 
当社グループといたしましては、調達した資金を活用し収益の回復を図ることが最重要課題と考え、不採算店の

整理、新規出店及び業務効率化のための投資を行い経営体質の強化をはかりつつ、財務内容の健全化に取り組んで

まいります。 
 

（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
１．基本的な考え方 
当社は、「株主の皆様」、「お客様」、「従業員」等の利害関係者がそれぞれ公正な利益を得ることが、企業価値の

向上並びに企業の健全な成長のためには必要不可欠と考えております。株主の皆様より提供された資本を、安全に

正しく有効に活用し、食を通じてお客様に喜び、満足して頂くことで、収益を得ていくことを基本理念としており

ます。 
 
２．施策の実施状況 
当社は監査役制度を採用しております。 
取締役会は取締役 4名で構成され、毎月１回の開催を原則とし、経営方針、法令等遵守、経営に関する重要事項
の意思決定がなされております。 
監査役会は社内監査役１名、社外監査役２名のあわせて３名体制となっており、取締役の業務執行に関する適法

性、妥当性について厳正な監視を行っております。 
業務運営につきましては、円滑な運営を行うための組織体制の確立・整備に努め、責任体制を明確にしておりま

す。各業務に応じた担当部署が法令、リスクに関わる問題の点検管理をしており、他部署に関わる重要な事項等は、

部長会議・営業会議・店長会議を通して報告を行い、情報の共有をすすめ、組織全体での法令遵守やリスク管理に

取り組み、適正な運営に努めております。 
社内管理については、内部監査室が監査役との協力関係の下、各種規定に基づき、法令遵守、業務執行の健全性

を含めて管理面の監査・指導を行っております。内部監査室は年度計画に基づき、各店舗を巡回し、業務執行の状

況を把握・指導を行い、監査役、取締役への報告を行っております。 

公認会計士監査はあずさ監査法人に依頼しております。監査法人の求めに応じ必要データを提出しており、また、

業務執行上、疑義が生じた場合は、助言を仰いでおります。 

 

３．社外取締役および社外監査役の人的関係、資本関係または取引関係その他の利害関係の状況 

当社の社外監査役である加納敏孝氏は、有限会社真栄ビジネスの代表取締役であり、当社は同社に税務顧問を依

頼しております。また同氏は当社の税務申告代理業務を行っております。 

 
４．コーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近１年間の状況 

 平成１７年６月の株主総会で代表者が交代し、企業統治・経営管理体制について再構築を進めてまいりました。
従来にも増して、経営の透明性確保と効率性追求を目指してコーポレート・ガバナンス体制の強化・充実に努めて

まいります。 
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３．経営成績及び財政状態 

 

（１）経営成績 

  １．当中間連結会計期間の概況 
当中間連結会計期間におけるわが国経済は、製造業を中心に企業収益が改善する中、設備投資の増加、株価の上

昇が進み、景気は踊場を脱却したと見られるものの、個人消費は本格的な回復には至らず、原油高、原材料価格の

高騰等の不安要素を抱えたまま推移いたしました。 
 当社グループにおきましては、減損会計の適用により７４億６８百万円の減損損失が発生し債務超過の可能性が

あったものの、平成１７年７月１４日に第三者割当増資による新株式の発行を行い、普通株１１百万株（発行価額

２２億円）、優先株９百万株（発行価額１８億円）をオリンパス・キャピタル・ダイニング・ホールディングス株

式会社に割当て、債務超過を回避し同社の子会社となるとともに、オリンパス・キャピタル・アトム・ホールディ

ングス・エルピーを割当先として転換社債型新株予約権付社債を第一回６億円、第二回５億円発行し、資金調達を

図りました。 
 また６月２４日の株主総会において代表取締役に植田剛史が選任され経営体制の刷新を行い、株式会社コロワイ

ドと業務協力関係を結び、業績の回復に努めてまいりました。 
 

各事業部門の概要は以下の通りです。 

① すし部門 

 新規出店は「にぎりの徳兵衛」直営店３店舗、「廻転寿司アトムボーイ」直営店２店舗の合計５店舗を行いまし

た。 
 業態変更につきましては「海鮮アトムボーイ」から「にぎりの徳兵衛」へ直営店４店舗を行いました。 
閉店につきましては「にぎりの徳兵衛」直営店３店舗、ＦＣ店１店舗、「海鮮アトムボーイ」ＦＣ店１店舗、「廻

転寿司アトムボーイ」直営店５店舗、「すし王」ＦＣ店９店舗の合計１９店舗（直営店８店舗、ＦＣ店１１店舗）

を行いました。 
 この結果、売上高は５６億９８百万円（前年同期比６．８%増）となりました。 
② レストラン部門 

新規出店は「カルビ大将」直営店３店舗、「お好み鉄板 どて玉」直営店１店舗の合計４店舗を行いました。 
 業態変更につきましては「韓の食卓」から「カルビ大将」へ直営店１店舗、「すし和食にぎりの徳兵衛」から「カ

ルビ大将」へ直営店１店舗、「すし和食にぎりの徳兵衛」から「お好み鉄板 どて玉」へ直営店１店舗、「えちぜ

ん」から「お好み鉄板 どて玉」へ直営店１店舗の合計４店舗を行いました。 
 閉店につきましては「カルビ大将」直営店５店舗、「唐楽家」直営店３店舗、「えちぜん」直営店１店舗、「歓喜

亭」直営店１店舗、「ザ・フォーロン」直営店２店舗、「かつ時」直営店１店舗、「らぅめん屋あとむ」直営店１店

舗の合計１４店舗（直営店１４店舗）を行いました（閉店店舗のうち株式会社コロワイド北海道へ４店舗譲渡）。 
 この結果、売上高は７２億９９百万円（前年同期比７．３%減）となりました。 
 

③ 食材並びにその他の部門 

 食材部門では、平成１７年９月１日付で岐阜県の物流センターを株式会社コロワイドＣＫに譲渡しました。こ

の結果、売上高は２億３９百万円（前年同期比４９．８%減）となりました。 
 また、「その他」としてロイヤリティー、加盟金等売上高は６９百万円（前年同期比３１．９%減）となりまし
た。 
 

以上の結果、当中間連結会計期間における店舗数は合計２４２店舗（直営店１９３店舗、ＦＣ店４９店舗）、

売上高は１３３億７百万円（前年同期比３．５％減）経常利益は２億４６百万円（前年同期は経常損失４７百万

円）となりました。 
中間純損失については、減損損失７４億６８百万円、店舗撤退に係る損失７億７５百万円、生命保険解約損３

３百万円、ポイントカードポイント引当金繰入額３億３５百万円、役員退職慰労金１億９百万円、貸倒引当金繰

入額１億４６百万円、その他２５百万円のあわせて８８億９３百万円の特別損失を計上し、８７億５５百万円（前

年同期は３億６８百万円）となりました。 
 

  ２．通期の見通し 

下期についても引続き不採算店の整理を継続して行い、その一環として株式会社コロワイド東日本へ１７店舗

の譲渡を行います。また、利益の回復に努めると共に、売上高向上のためメニュー・商品力の強化を進めてまい

ります。 
出店については「にぎりの徳兵衛」直営店１店舗、「海鮮アトムボーイ」直営店１店舗を計画しております。 
通期の見通しについては売上高は２４３億７２百万円（前年同期比８．９％減）、経常利益は４億６０百万円（前

年同期は経常損失２億２０百万円）、当期純損失は８５億８１百万円（前年同期は８億９１百万円）、を見込んで

おります。 
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（２）財政状態   

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は２９億１２百万円とな

り、前中間連結会計期間末に比べ１４億９百万円増加(前年同期比９３．８％増)いたしました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は５億４５百万円となり、前中間連結会計期間に比べ４億６０百万円増加(前年同期

比５３９．７％増)いたしました。これは前中間連結会計期間に比べ税金等調整前純利益が８２億９０百万円減少し

たものの、その主因は減損損失などの非資金取引であり、一方で不採算店の整理にともなう売上債権の減少(５９百

万円減)及びたな卸資産の減少(１億４６百万円減)や法人税等の支払額が２億１７百万円減少したことなどが主な

要因となっております。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は８億２３百万円となり、前中間連結会計期間に比べ２億４２百万円減少(前年同期

比２２．７％減)いたしました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が減少(２億７百万円減)したことや、

有形固定資産の売却による収入が増加(２億１４百万円増)したことなどによるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は１９億５０百万円となり、前中間連結会計期間に比べ９億６６百万円増加(前年同

期比９８．３％増)いたしました。これは主に、株式・転換社債の発行による収入であり、一方で長期借入金の返済

を積極的に進めた結果であります 

 

なお、当企業グループのキャッシュ・フローのトレンドは下記のとおりであります。 

平成 16 年 3月期 平成 17 年 3月期 平成 18 年 3月期 
 

中間 期末 中間 期末 中間 

自 己 資 本 比 率 （ ％ ） ３７．２ ３９．５ ３６．６ ３４．８ １４．９ 

時価ベースの自己資本比率（％） ６５．８ ６７．８ ５８．９ ５１．３ １３１．５ 

債 務 償 還 年 数 （ 年 ） ７．３ ５．０ ５９．５ １４．０ ７．３ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ９．７ １３．３ １．３ ５．７ ９．５ 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

（中間期の債務償還年数：有利子負債／(営業キャッシュ・フロー×２)） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払額 

 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数(自己株式控除後)により算出しております。 

※ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利息を支払っている全ての負債を対象

としております。また、利払額については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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４．中間連結財務諸表等 

 

１．中間連結貸借対照表                                   （単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 

（平成１６年９月３０日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成１７年９月３０日現在） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成１７年３月３１日現在） 
期   別 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

 

（ 資 産 の 部 ）             

Ⅰ．流 動 資 産         

 １．現 金 及 び 預 金         

 ２．売 掛 金         

 ３．有 価 証 券         

 ４．た な 卸 資 産         

 ５．繰 延 税 金 資 産         

 ６．そ の 他         

 ７．貸 倒 引 当 金         

 

 

 

２，０６２ 

１８６ 

１４ 

２０５ 

３３ 

６０７ 

△４１ 

％  

 

 

３，４５２ 

１６６ 

１５ 

１７４ 

０ 

４６８ 

△３５ 

％  

 

 

１，７９１ 

２５５ 

４ 

２８７ 

３９ 

４４９ 

△３４ 

％ 

流 動 資 産 合 計             

 

Ⅱ．固 定 資 産         

 １．有 形 固 定 資 産         

 （１）建物及び構築物 

 （２）土 地        

 （３）そ の 他        

３，０６８ 

 

 

 

９，２３０ 

１，３０５ 

９１５ 

１４．８ ４，２４２ 

 

 

 

４，５５１ 

７５２ 

２３４ 

２７．９ ２，７９３ 

 

 

 

９，３８５ 

１，３０５ 

５８１ 

１３．８ 

 有 形 固定資産合計           

 ２．無 形 固 定 資 産         

 ３．投資その他の資産 

 （１）敷 金 保 証 金        

（２）投資有価証券 

 （３）繰延税金資産 

 （４）そ の 他        

 （５）貸 倒 引 当 金        

１１，４５０ 

２８６ 

 

４，１１１ 

－ 

６９ 

１，９０６ 

△２０７ 

５５．４ 

１．４ 

５，５３８ 

１４３ 

 

４，０２３ 

９１３ 

２ 

８８４ 

△５３６ 

３６．４ 

０．９ 

１１，２７２ 

２７８ 

 

４，２２９ 

９２１ 

４ 

１，０７８ 

△３９７ 

５５．９ 

１．４ 

 

 投資その他の資産合計 ５，８７９ ２８．４ ５，２８６ ３４．７ ５，８３６ ２８．９ 

固 定 資 産 合 計             １７，６１７ ８５．２ １０，９６８ ７２．０ １７，３８６ ８６．２ 

Ⅲ．繰 延 資 産 

１．社 債 発 行 費 

 

－ 

 

 

 

１５ 

 

 

 

－ 

 

 

 繰 延 資 産 合 計 － － １５ ０．１ － － 

資 産 合 計             ２０，６８５ １００．０ １５，２２６ １００．０ ２０，１８０ １００．０ 
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                                             （単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 

（平成１６年９月３０日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成１７年９月３０日現在） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成１７年３月３１日現在） 
期   別 

 

科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

  

（ 負 債 の 部 ）             

Ⅰ．流 動 負 債          

１．買 掛 金  

 ２．１年内償還予定の社債 

 ３．短 期 借 入 金         

 ４．１年内返済予定の長期借入金 

 ５．未 払 法 人 税 等         

 ６．未 払 消 費 税 等         

 ７．賞 与 引 当 金         

８．ポ イ ン ト 引 当 金 

９．未 払 金 

１０．そ の 他         

 

 

 

８７３ 

２４０ 

３００ 

２，８５０ 

４０ 

３６ 

４０ 

－ 

－ 

１，１９１ 

％  

 

 

８６９ 

２４０ 

－ 

２，４６０ 

４６ 

３９ 

３５ 

３５１ 

１，８６６ 

２６３ 

％  

 

 

９６１ 

２４０ 

８００ 

２，９３４ 

６８ 

４ 

３２ 

－ 

９８２ 

３１９ 

％ 

流 動 負 債 合 計             

 

Ⅱ．固 定 負 債         

 １．社 債         

 ２．転換社債型新株引受権付社債 

 ３．長 期 借 入 金         

 ４．退職給付引当金         

５．役員退職慰労引当金 

６．債務保証損失引当金 

７．連 結 調 整 勘 定         

 ８．そ の 他         

５，５７２ 

 

 

７８０ 

－ 

５，９７６ 

１２２ 

９０ 

１０８ 

１ 

４７１ 

２６．９ ６，１７２ 

 

 

５４０ 

１，１００ 

３，６８２ 

１２０ 

２０ 

１６２ 

０ 

１，１５４ 

４０．５ ６，３４４ 

 

 

６６０ 

－ 

５，３６７ 

１２７ 

９５ 

１３９ 

０ 

４３０ 

３１．４ 

固 定 負 債 合 計             ７，５５０ ３６．５ ６，７８２ ４４．６ ６，８２１ ３３．８ 

負 債 合 計             １３，１２２ ６３．４ １２，９５４ ８５．１ １３，１６５ ６５．２ 

 

（ 資 本 の 部 ）             

Ⅰ．資 本 金         

Ⅱ．資 本 剰 余 金         

Ⅲ．利 益 剰 余 金         

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 

Ⅴ．自 己 株 式         

 

 

２，３５３ 

２，５４９ 

２，７０３ 

１３３ 

△１７５ 

 

 

１１．４ 

１２．３ 

１３．１ 

０．６ 

△０．８ 

 

 

４，３５３ 

４，５４９ 

△ ６，６２６ 

１７２ 

△１７６ 

 

 

２８．６ 

２９．９ 

△４３．５ 

１．１ 

△１．２ 

 

 

２，３５３ 

２，５４９ 

２，１２８ 

１５８ 

△１７５ 

 

 

１１．７ 

１２．６ 

１０．６ 

０．８ 

△０．９ 

資 本 合 計             ７，５６３ ３６．６ ２，２７２ １４．９ ７，０１４ ３４．８ 

負 債 及 び 資 本 合 計             ２０，６８５ １００．０ １５，２２６ １００．０ ２０，１８０ １００．０ 
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２．中間連結損益計算書                                   （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

当中間連結会計期間 

平成１７年４月 １日から 

平成１７年９月３０日まで 

前連結会計年度の要約連結損益計算書 

平成１６年４月 １日から 

平成１７年３月３１日まで 

 

期   別 

 

 

科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比 

 

Ⅰ．売 上 高         

Ⅱ．売 上 原 価         

 

１３，７８９ 

５，６４１ 

％ 

１００．０ 

４０．９ 

 

１３，３０７ 

５，４５６ 

％ 

１００．０ 

４１．０ 

 

２６，７６０ 

１０，９４７ 

％ 

１００．０ 

４０．９ 

 売 上 総 利 益           

 

Ⅲ．販売費及び一般管理費 

 １．販 売 手 数 料         

 ２．給料手当及び賞与 

 ３．賞与引当金繰入額 

 ４．そ の 他 人 件 費 

 ５．退 職 給 付 費 用         

 ６．役員退職慰労引当金繰入額 

 ７．賃 借 料         

 ８．減 価 償 却 費         

９．貸倒引当金繰入額 

１０．そ の 他         

８，１４８ 

 

 

１，５４９ 

７３０ 

３８ 

１，３５２ 

１３ 

３ 

１，６３４ 

６７３ 

４４ 

２，２０５ 

５９．１ ７，８５１ 

 

 

１，３６６ 

７８１ 

３５ 

１，４６１ 

１１ 

１ 

１，４０３ 

２９６ 

－ 

２，２４６ 

５９．０ １５，８１３ 

 

 

２，９１６ 

１，４５２ 

３１ 

２，７５９ 

２６ 

９ 

３，２３９ 

１，３８９ 

－ 

４，３０９ 

５９．１ 

販売費及び一般管理費合計 ８，２４５ ５９．８ ７，６０４ ５７．１ １６，１３３ ６０．３ 

営業利益又は営業損失（△） 

 

Ⅳ．営 業 外 収 益         

 １．受 取 利 息         

 ２．受 取 配 当 金         

 ３．手 数 料 収 入         

 ４．不動産賃貸収入         

 ５．連結調整勘定償却額 

 ６．そ の 他          

△９７ 

 

 

１６ 

４ 

４９ 

１４９ 

０ 

３１ 

△０．７ ２４６ 

 

 

１５ 

４ 

４１ 

１１２ 

０ 

４６ 

１．９ △３１９ 

 

 

３４ 

７ 

９９ 

２８８ 

０ 

５２ 

△１．２ 

 

 

営 業 外 収 益 合 計             ２５１ １．８ ２１９ １．７ ４８２ １．８ 

 

Ⅴ．営 業 外 費 用         

 １．支 払 利 息         

 ２．不動産賃貸原価         

 ３．新 株 発 行 費 

 ４．社債発行費償却 

 ３．そ の 他         

 

 

６３ 

１２５ 

－ 

－ 

１３ 

  

 

６３ 

９０ 

５２ 

３ 

１０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２４ 

２３９ 

－ 

－ 

１８ 

 

営 業 外 費 用 合 計             ２０１ １．４ ２１９ １．７ ３８３ １．４ 

経常利益又は経常損失（△） 

 

△４７ 

 

△０．３ ２４６ １．９ △２２０ 

 

△０．８ 
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前中間連結会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

当中間連結会計期間 

平成１７年４月 １日から 

平成１７年９月３０日まで 

前連結会計年度の要約連結損益計算書  

平成１６年４月 １日から 

平成１７年３月３１日まで 

 

期   別 

 

 

科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比 

 

Ⅵ．特 別 利 益         

 １．投資有価証券売却益 

 ２．役員退職慰労引当金戻入額 

 ３．保 険 解 約 益 

 ４．そ の 他 

 

 

０ 

－ 

－ 

－ 

％  

 

－ 

３２ 

１１ 

２ 

％  

 

７２ 

－ 

－ 

０ 

％ 

特 別 利 益 合 計             

 

Ⅶ．特 別 損 失         

 １．固定資産除却損         

 ２．会 員 権 売 却 損 

３．賃借契約解約損         

４．債務保証損失引当金繰入額 

５．減 損 損 失 

６．そ の 他 

０ 

 

 

２２３ 

４ 

１０ 

２４ 

－ 

－ 

０．０ ４６ 

 

 

１３６ 

１ 

５１１ 

２３ 

７，４６８ 

７５１ 

０．３ ７３ 

 

 

２９３ 

４ 

１０ 

５５ 

－ 

２２９ 

０．２ 

特 別 損 失 合 計             ２６２ １．９ ８，８９３ ６６．８ ５９３ ２．２ 

税金等調整前中間（当期）純損失 

 法人税、住民税及び事業税 

 法 人 税 等 調 整 額           

△３１０ 

２１ 

３６ 

△２．２ 

０．２ 

０．３ 

△８，６００ 

２５ 

１２９ 

△６４．６ 

０．２ 

１．０ 

△７４１ 

５３ 

９６ 

△２．８ 

０．２ 

０．３ 

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 △３６８ △２．７ △８，７５５ △６５．８ △８９１ △３．３ 
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３．中間連結剰余金計算書                                  （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

当中間連結会計期間 

平成１７年４月 １日から 

平成１７年９月３０日まで 

前連結会計年度の要約連結剰余金計算書 

平成１６年４月 １日から 

平成１７年３月３１日まで 

 

期   別 

 

 

科   目 金   額 金   額 金   額 

 

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）                 

Ⅰ．資 本 剰 余 金 期 首 残 高             

Ⅱ．資 本 剰 余 金 増 加 高 

 １．増資による新株の発行 

 

 

２，５４９ 

 

－ 

 

 

２，５４９ 

 

２，０００ 

 

 

２，５４９ 

 

－ 

資 本 剰 余 金 増 加 高 合 計 － ２，０００ － 

Ⅲ．資本剰余金中間期末（期末）残高 ２，５４９ ４，５４９ ２，５４９ 

 

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）                 

Ⅰ．利 益 剰 余 金 期 首 残 高             

Ⅱ．利 益 剰 余 金 減 少 高             

 １．中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 

 ２．配 当 金             

 ３．役 員 賞 与             

 

 

３，１６０ 

 

３６８ 

７７ 

１１ 

 

 

２，１２８ 

 

８，７５５ 

－ 

－ 

 

 

３，１６０ 

 

８９１ 

１２９ 

１１ 

利 益 剰 余 金 減 少 高 合 計                 ４５７ ８，７５５ １，０３１ 

Ⅲ．利益剰余金中間期末（期末）残高 ２，７０３ △６，６２６ ２，１２８ 
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４．中間連結キャッシュ・フロー計算書                           （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

当中間連結会計期間 

平成１７年４月 １日から 

平成１７年９月３０日まで 

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

平成１６年４月 １日から 

平成１７年３月３１日まで 

 

期   別 

 

 

科   目 金   額 金   額 金   額 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税金等調整前中間(当期)純利益又は税金等調整前中間純損失(△) 

 減 価 償 却 費               

 連 結 調 整 勘 定 償 却 額               

 退職給付引当金の増減額(減少:△) 

 役員退職慰労引当金の増減額 (減少:△) 

 債務保証損失引当金の増減額 (減少:△) 

 賞与引当金の増減額(減少:△) 

ポイント引当金の増減額(減少:△) 

 貸倒引当金の増減額(減少:△) 

 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金               

 支 払 利 息               

 固 定 資 産 売 却 益 

 固 定 資 産 売 却 損 

 固 定 資 産 除 却 損               

 賃 借 契 約 解 約 損               

 投 資 有 価 証 券 売 却 益 

 投 資 有 価 証 券 売 却 損 

 減 損 損 失 

 会 員 権 売 却 損 

 社 債 発 行 費 償 却 

 新 株 発 行 費 

 売上債権の増減額(増加:△ ) 

 たな卸資産の増減額(増加:△) 

 仕入債務の増減額(減少:△ ) 

 未払消費税等の増減額(減少:△) 

役 員 賞 与 の 支 払 額               

 そ の 他 の 増 減 額               

 

△３１０ 

７０５ 

△０ 

△３ 

△０ 

２４ 

△１６ 

－ 

４４ 

△２１ 

６３ 

－ 

－ 

２２３ 

－ 

△０ 

－ 

－ 

４ 

－ 

－ 

２８ 

△３４ 

△８７ 

△７３ 

△１１ 

△２５３ 

 

△８，６００ 

３１２ 

△０ 

△７ 

△７５ 

２３ 

２ 

３５１ 

１４０ 

△１９ 

６３ 

△２ 

１２７ 

１３６ 

５１１ 

△１７ 

－ 

７，４６８ 

１ 

３ 

５２ 

８８ 

１１２ 

△９２ 

３５ 

－ 

△９５ 

 

△７４１ 

１，４６８ 

△０ 

１ 

４ 

５５ 

△２３ 

－ 

２２６ 

△４１ 

１２４ 

△０ 

－ 

２９３ 

－ 

△７２ 

０ 

－ 

４ 

－ 

－ 

△４０ 

△１１５ 

１ 

△１０５ 

△１１ 

６４ 

   小       計 

 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額               

 利 息 の 支 払 額               

 法 人 税 等 の 支 払 額               

２８２ 

１０ 

△６３ 

△１４３ 

５１９ 

９ 

△５７ 

７４ 

１，０９１ 

１８ 

△１２４ 

△２７２ 

営業活動によるキャッシュ・フロー ８５ ５４５ ７１３ 
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                                             （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

当中間連結会計期間 

平成１７年４月 １日から 

平成１７年９月３０日まで 

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

平成１６年４月 １日から 

平成１７年３月３１日まで 

 

期   別 

 

 

科   目 金   額 金   額 金   額 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー  

 有 価証券の償還による収入               

 有形固定資産の取得による支出 

有形固定資産の売却による収入 

営 業 権 の 売 却 に よ る 収 入               

無形固定資産の取得による支出 

無形固定資産の売却による収入 

投資有価証券の取得による支出 

 投資有価証券の売却による収入 

 貸 付 け に よ る 支 出               

 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入               

 敷金保証金の支払いによる支出 

 敷金保証金の返還による収入               

 店舗賃借仮勘定の支払いによる支出 

 会 員 権 の 売 却 に よ る 収 入 

 そ の 他 投 資 に よ る 増 減 額               

 

－ 

△１，０７５ 

－ 

０ 

△４３ 

０ 

△４６ 

５ 

△１１ 

５３ 

△３０ 

１０６ 

△５４ 

２５ 

６ 

 

５ 

△８６８ 

２１４ 

－ 

△８ 

０ 

－ 

３２ 

△１８ 

４２ 

△８３ 

１７７ 

－ 

３ 

△３２０ 

 

１０ 

△１，６８０ 

０ 

４ 

△９６ 

０ 

△６３ 

１４３ 

△１６６ 

１７５ 

△２２８ 

２００ 

△６７ 

２５ 

△１５ 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 

 借 入 れ に よ る 収 入               

 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出               

 短期借入金の純増減額(減少:△) 

 長期借入金の借入れによる収入 

 長期借入金の返済による支出 

 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 

 転換社債の発行による収入 

 株 式 の 発 行 に よ る 収 入 

 自己株式の取得（売却）による支出（収入）（純額） 

 配 当 金 の 支 払 額                

△１，０６５ 

 

５，４００ 

△４，１３８ 

－ 

－ 

－ 

△１２０ 

－ 

－ 

△７９ 

△７７ 

△８２３ 

 

－ 

－ 

△８００ 

１，０２０ 

△３，１７８ 

△１２０ 

１，０８１ 

３，９４７ 

△０ 

－ 

△１，７５９ 

 

－ 

－ 

８００ 

３，４２０ 

△２，９８３ 

△２４０ 

－ 

－ 

△８０ 

△１２９ 

財務活動によるキャッシュ・フロー ９８３ １，９５０ ７８６ 

Ⅳ．現金及び現金同等物の増減額 

Ⅴ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高                     

３ 

１，４９９ 

１，６７２ 

１，２３９ 

△２５９ 

１，４９９ 

Ⅵ．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 １，５０２ ２，９１２ １，２３９ 
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５．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 （１）連結の範囲に関する事項 

   ①連結子会社数   １社 

     連結子会社の名称      株式会社アトムライス 

   株式会社アトムボーイについては、平成１７年４月１日付で当社と合併したため、連結の範囲から除いております。 

   ②非連結子会社数  ０社 

 

 （２）持分法の適用に関する事項 

   持分法適用の非連結子会社数  ０社 

 

 （３）連結子会社の中間決算日等に関する事項 

   連結子会社の中間期の末日は、中間連結決算日と一致しております。 

 

 （４）会計処理基準に関する事項 

   ①重要な資産の評価基準及び評価方法 

    Ⅰ．有価証券 

       満期保有目的の債券              償却原価法（定額法）を採用しております。 

       そ の 他 有 価 証 券            

        時価のあるもの      中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

        時価のないもの      移動平均法による原価法を採用しております。 

 

    Ⅱ．たな卸資産 

       商品・原材料・貯蔵品   最終仕入原価法を採用しております。 

 

   ②重要な減価償却資産の減価償却の方法 

      有形固定資産については、定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法）を採用しております。 

      なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

       建物及び構築物   １０～３４年 

 

   ③重要な引当金の計上基準 

     貸 倒 引 当 金            売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

     賞 与 引 当 金            従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給実績を基に、当中間連結会計期間分を

計上しております。 

ポ イ ン ト 引 当 金   ポイントカードにより顧客に付与したポイントの使用による費用負担に備えるた

め、当中間連結会計期間末において、将来使用されると見込まれるポイントに対す

る所要額を計上しております。 

                (会計処理方法の変更) 

                ポイントカードにより顧客に付与したポイントの使用の会計処理は、従来、ポイン

ト使用時にポイントを景品に交換された場合には当該原価を販売促進費、ポイント

をお食事優待券に交換された場合には、お食事に利用された時点で当該金額を売上

高に計上するとともに、同額を販売促進費として処理しておりましたが、当中間連

結会計期間においてポイント残高を中間連結会計期間末において把握する体制が

整ったことにより、将来使用されると見込まれる金額の合理的な見積もりが可能と

なったため、ポイント引当金を計上することとなりました。また、この変更に伴っ

て、景品の交換にかかる原価を販売費及び一般管理費の区分から売上原価の区分に

計上するとともに、お食事優待券の利用時点での売上高と販売促進費の計上を取り

止めることといたしました。 

                 この結果、従来の方法と同一の方法によった場合と比べ、売上高は９百万円、売上

総利益は２３百万円それぞれ少なく計上され、営業利益及び経常利益は１５百万円

少なく計上され、税金等調整前中間純損失は３５１百万円多く計上されております。 

     退 職 給 付 引 当 金            従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上して

おります。 

                 数理計算上の差異は、翌連結会計年度に一括処理することとしております。 

     役員退職慰労引当金   役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上して

おります。 

     債務保証損失引当金   債務保証に係る損失に備えるため、保証先の財政状態の実情を勘案し、損失負担見

積額を計上しております。 
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   ④重要なリース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

   ⑤重要なヘッジ会計の方法 

     ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しております。 

     ヘッジ手段とヘッジ対象   ヘッジ手段……金利スワップ    ヘッジ対象……借入金 

     ヘ ッ ジ 方 針              金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

     有 効 性 評 価 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しているため、有効性の評価を省略して

おります。 

 

   ⑥消費税等の会計処理 

      税抜方式によっております。 

 

 （５）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

     手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

 

会計処理方法の変更 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計の基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成１５年１０月３１日 企業会計基準適用指針第６号）を適用しております。 

これにより税金等調整前中間純損失が７，４６８百万円増加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除し

ております。 

 

（社債発行費） 

従来、社債発行費は支出時に全額費用として処理しておりましたが、当下期に当社が株式会社コロワイドの連

結グループに加わったことを契機に、当社の会計処理方法の見直しを行った結果、連結グループ会社の会計処

理の統一を図るため、当中間連結会計期間より３年間で均等償却することにいたしました。 

この結果、従来の方法と同一の方法によった場合と比べ、経常利益は１５百万円多く計上され、税金等調整前

中間純損失は同額少なく計上されております。 

 

（投資有価証券売却損益） 

従来、投資有価証券売却損益は特別利益又は特別損失の区分において処理しておりましたが、当下期に当社が

株式会社コロワイドの連結グループに加わったことを契機に、当社の会計処理方法の見直しを行った結果、連

結グループ会社の会計処理の統一を図るため、当中間連結会計期間より営業外収益又は営業外費用の区分にお

いて処理することにいたしました。 

この結果、従来の方法と同一の方法によった場合と比べ、経常利益は１７百万円多く計上されておりますが、

税金等調整前中間純損失に与える影響はありません。 

 

 

表示方法の変更 

（中間連結貸借対照表） 

「投資有価証券」は、前中間連結会計期間末は、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました

が、当中間連結会計期間末において資産の総額１００分の５を超えたため区分掲記いたしました。 

なお、前中間連結会計期間末の「投資有価証券」の金額は９２６百万円であります。 

また、「未払金」は、前中間連結会計期間末は、流動負債の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中

間連結会計期間末において資産の総額の１００分の５を超えたため区分掲記いたしました。 

なお、前中間連結会計期間末の「未払金」の金額は、８８８百万円であります。 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

財務活動によるキャッシュ・フローの「借入れによる収入」および「借入金の返済による支出」はそれぞれ

短期借入金と長期借入金の総額で表示しておりましたが、当中間連結会計期間末より明瞭に表示するため、

「短期借入金の純増減額(減少：△)」、「長期借入金の借入れによる収入」、｢長期借入金の返済による支出｣

に区分掲記いたしました。 

なお、前中間連結会計期間末の「短期借入金の純増減額(減少：△)」は３００百万円、「長期借入金の借入

れによる収入」は２，４００百万円、「長期借入金の返済による支出」は△１，４３８百万円であります。 
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注 記 事 項 

 （中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 

（平成１６年９月３０日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成１７年９月３０日現在） 

前連結会計年度末 

（平成１７年３月３１日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

         ９，７１８百万円 

２．担保に供している資産 

 建物及び構築物   １５８百万円 

 土地        ９５９百万円 

 投資その他の資産のその他   ４７１百万円 

 （投資有価証券）           

    計    １，５８８百万円 

 上記資産は下記の債務の担保に供し

ております。 

 長期借入金    １，２３０百万円 

 （１年内返済予定分を含む） 

 

 有価証券       １４百万円 

 投資その他の資産のその他    １５百万円 

 （投資有価証券）           

    計       ３０百万円 

 上記を前払式証票の規制等に関する

法律に基づき供託しております。 

 

３．偶発債務 

           １１８百万円 

４．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相

殺し、流動負債に未払消費税等とし

て表示しております。 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

         ４，４６２百万円 

２．担保に供している資産 

 建物及び構築物    ８８百万円 

 土地        ５９５百万円 

 投資有価証券     ３５３百万円 

    計    １，０３７百万円 

 

 上記資産は下記の債務の担保に供し

ております。 

 長期借入金    １，１０８百万円 

 （１年内返済予定分を含む） 

 

 有価証券        １５百万円 

 投資有価証券       １５百万円 

    計       ３０百万円 

 

 上記を前払式証票の規制等に関する

法律に基づき供託しております。 

 

３．偶発債務 

            ４２百万円 

４．消費税等の取扱い 

  

同  左 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

        １０，３５３百万円 

２．担保に供している資産 

 建物及び構築物   １４９百万円 

 土地        ９５９百万円 

 投資有価証券    ３３７百万円 

     計   １，４４５百万円 

 

 上記資産は下記の債務の担保に供し

ております。 

 長期借入金    １，１６４百万円 

 （１年内返済予定分を含む） 

 

 有価証券        ４百万円 

 投資有価証券     ３０百万円 

     計      ３５百万円 

 

 上記を前払式証票の規制等に関する

法律に基づき供託しております。 

 

３．偶発債務 

            ７４百万円 

４．     － 
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 （中間連結損益計算書関係）   

前中間連結会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

当中間連結会計期間 

平成１７年４月 １日から 

平成１７年９月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１６年４月 １日から 

平成１７年３月３１日まで 

１．固定資産除却損の内容は次のとお

りであります。 

 建物及び構築物   １５４百万円 

 有形固定資産のその他  ２４百万円 

 （器具及び備品） 

 無形固定資産      ０百万円 

 （権利金）        

 投資その他の資産のその他   ０百万円 

（長期前払費用） 

解体撤去費用等    ４３百万円 

    計      ２２３百万円 

 

 

２．賃借契約解約損の内容は次のとお

りであります。 

 中途解約違約金    １０百万円 

 

 

 

３．     －      

 

１．固定資産除却損の内容は次のとお

りであります。 

 解体撤去費用等   １３６百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．賃借契約解約損の内容は次のとお

りであります。 

 敷金保証金     ３９０百万円 

 中途解約違約金等  １２１百万円 

    計      ５１１百万円 

 

３．減損損失 

  (注) 

１．固定資産除却損の内容は次のとお

りであります。 

 建物及び構築物   １８７百万円 

有形固定資産のその他  ２９百万円 

 （器具及び備品） 

 営業権        ２６百万円 

 無形固定資産のその他   ０百万円 

 （権利金）        

 投資その他の資産のその他   ０百万円 

（長期前払費用） 

解体撤去費用等    ４８百万円 

    計      ２９３百万円 

 

２．賃借契約解約損の内容は次のとお

りであります。 

 中途解約違約金   １０百万円 

 

 

 

３．     －      

 

(注)当中間連結会計期間において、当社グループは、以下の資産について減損損失を計上しております。 

用途 

場所 
種別 

減損損失 

（百万円） 

建 物 3,749 

構 築 物 587 

土 地 334 

そ の 他 373 

リ ース資産 1,193 

直営店舗 

愛知県３９店舗 

岐阜県２２店舗 

静岡県９店舗 

東京都９店舗 

その他３７店舗 計 6,238 

建 物 636 

構 築 物 120 

土 地 192 

そ の 他 34 

リ ース資産 245 

遊休資産他 

愛知県他 

計 1,230 

合   計 7,468 

 
当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として、直営店舗を基本単位とした資産のグルーピングを行ってお

ります。また、遊休資産他については、当該資産単独で資産のグルーピングを行っております。 

上記のうち、直営店舗については営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである資産グループの帳簿価額を回収

可能額まで減額し、遊休資産他については市場価格が帳簿価額より著しく下落している資産グループの帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額７，４６８百万円を減損損失として特別損失に計上しており、その内訳は上表の

とおりであります。 

また、資産グループ毎の回収可能価額は使用価値と正味売却可能価額を使用し、直営店舗については使用価値、遊休

資産他については正味売却価額により測定しております。なお、使用価値は将来キャッシュ・フローを資本コストの

2.1％で割り引いて算定し、正味売却価額は固定資産税評価額を基本に算定しております。 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）   

前中間連結会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

当中間連結会計期間 

平成１７年４月 １日から 

平成１７年９月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１６年４月 １日から 

平成１７年３月３１日まで 

１．現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成１６年９月３０日現在） 

 現金及び預金勘定  ２，０６２百万円 

 預入期間が３ヶ月を 

 超える定期預金等  △５５９百万円 

 現金及び現金同等物   １，５０２百万円 

１．現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成１７年９月３０日現在） 

 現金及び預金勘定  ３，４５２百万円 

 預入期間が３ヶ月を 

 超える定期預金等  △５４０百万円 

 現金及び現金同等物   ２，９１２百万円 

１．現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成１７年３月３１日現在） 

 現金及び預金勘定 １，７９１百万円 

 預入期間が３ヶ月を 

 超える定期預金等  △５５１百万円 

現金及び現金同等物 １，２３９百万円 

 

（リース取引関係） 

  半期報告書をＥＤＩＮＥＴにより開示するため、記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 

 前中間連結会計期間末（平成１６年９月３０日現在） 

 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの                       （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額 時    価 差   額 

（１）国債・地方債等 

（２）社債 

（３）その他 

３０ 

－ 

－ 

３０ 

－ 

－ 

△０ 

－ 

－ 

合    計 ３０ ３０ △０ 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの                          （単位：百万円） 

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

（１）株式 

（２）債券 

    国債・地方債等 

    社債 

    その他 

（３）その他 

６１２ 

 

－ 

１４ 

－ 

６１ 

８２９ 

 

－ 

１４ 

－ 

６６ 

２１７ 

 

－ 

０ 

－ 

４ 

合    計 ６８８ ９１０ ２２１ 

    

 ３．時価評価されていない主な有価証券の内容     （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 

１ 

 

 当中間連結会計期間末（平成１７年９月３０日現在） 

 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの                       （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額 時    価 差   額 

（１）国債・地方債等 

（２）社債 

（３）その他 

３０ 

－ 

－ 

３０ 

－ 

－ 

０ 

－ 

－ 

合    計 ３０ ３０ ０ 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの                          （単位：百万円） 

 取 得 原 価 中間連結貸借対照表計上額 差   額 

（１）株式 

（２）債券 

    国債・地方債等 

    社債 

    その他 

（３）その他 

５４７ 

 

－ 

－ 

－ 

６１ 

８１９ 

 

－ 

－ 

－ 

７７ 

２７１ 

 

－ 

－ 

－ 

１５ 

合    計 ６０９ ８９６ ２８７ 

    

 ３．時価評価されていない主な有価証券の内容    （単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式 

 

１ 



- 18 - 

 前連結会計年度末（平成１７年３月３１日現在） 

 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの                       （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 時    価 差   額 

（１）国債・地方債等 

（２）社債 

（３）その他 

３５ 

－ 

－ 

３５ 

－ 

－ 

０ 

－ 

－ 

合    計 ３５ ３５ ０ 

 

 ２．その他有価証券で時価のあるもの                          （単位：百万円） 

 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差   額 

（１）株式 

（２）債券 

    国債・地方債等 

    社債 

    その他 

（３）その他 

５６２ 

 

－ 

－ 

－ 

６１ 

８１９ 

 

－ 

－ 

－ 

６９ 

２５６ 

 

－ 

－ 

－ 

７ 

合    計 ６２４ ８８９ ２６４ 

    

 ３．時価評価されていない主な有価証券の内容    （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 非上場株式 

 

１ 

 

（デリバディブ取引関係） 

  半期報告書をＥＤＩＮＥＴにより開示するため、記載を省略しております。 

 

（セグメント情報） 

 １．事業の種類別セグメント情報 

   前中間連結会計期間（平成１６年４月１日から 平成１６年９月３０日まで）、当中間連結会計期間（平成１７年

４月１日から 平成１７年９月３０日まで）、及び前連結会計年度（平成１６年４月１日から 平成１７年３月３１

日まで） 

 当連結グループは飲食事業を主な事業内容としており、当該事業区分の売上高及び営業利益の金額は、全セグメン

トの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも９０％超であるため、事業の種類別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

 ２．所在地別セグメント情報 

   前中間連結会計期間（平成１６年４月１日から 平成１６年９月３０日まで）、当中間連結会計期間（平成１７年

４月１日から 平成１７年９月３０日まで）、及び前連結会計年度（平成１６年４月１日から 平成１７年３月３１

日まで）において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 ３．海外売上高 

   前中間連結会計期間（平成１６年 4月１日から 平成１６年９月３０日まで）、当中間連結会計期間（平成１７年

４月１日から 平成１７年９月３０日まで）、及び前連結会計年度（平成１６年４月１日から 平成１７年３月３１

日まで）において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

 

 

５．事業部門別販売実績 

                                           （単位：百万円） 

前中間連結会計期間 

平成１６年４月 １日から 

平成１６年９月３０日まで 

当中間連結会計期間 

平成１７年４月 １日から 

平成１７年９月３０日まで 

前連結会計年度 

平成１６年４月 １日から 

平成１７年３月３１日まで 

      

     期 別 

 

部 門 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

 

す し 部 門        

レストラン部門 

食 材 部 門        

そ の 他        

 

５，３３４ 

７，８７４ 

４７７ 

１０２ 

 

５，６９８ 

７，２９９ 

２３９ 

６９ 

 

１０，６６０ 

１５，０９１ 

８１０ 

１９８ 

合  計 １３，７８９ 

   ％ 

３８．７ 

５７．１ 

３．５ 

０．７ 

１００．０ １３，３０７ 

   ％ 

４２．８ 

５４．９ 

１．８ 

０．５ 

１００．０ ２６，７６０ 

   ％ 

３９．８ 

５６．４ 

３．０ 

０．８ 

１００．０ 

 



平成１８年３月期 中間決算発表 連結（参考資料） 

平成 17 年 11 月 18 日 

株式会社アトム 

１．連結経営成績 対前年中間期増減率 
 

売 上 高 133 億 07 百万円 △3.5％ （減収） 

営 業 利 益 2 億 46 百万円 －％ （増益） 

経 常 利 益 2 億 46 百万円 －％ （増益） 

中 間 純 利 益 △87 億 55 百万円 －％ （減益） 

２．連結財政状態    

総 資 産 152 億 26 百万円   

株 主 資 本 22 億 72 百万円   

株 主 資 本 比 率 14.9％   

１株当たり株主資本 22 円 13 銭   

３．通期の連結業績予想 対前期増減率  

通 期 売 上 高 243 億 72 百万円 △8.9％  

 営 業 利 益 4 億 49 百万円 －％  

 経 常 利 益 4 億 60 百万円 －％  

 当期純利益 △85 億 81 百万円 －％  

４．連結キャッシュ・フローの状況   

営業活動によるキャッシュ・フロー 5 億 45 百万円  

投資活動によるキャッシュ・フロー △8 億 23 百万円  

財務活動によるキャッシュ・フロー 19 億 50 百万円  

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高 29 億 12 百万円  

５．事業部門別販売実績 対前年中間期増減率 構成比  

す し 部 門 56 億 98 百万円 6.8％ 42.8％  

レストラン部門 72 億 99 百万円 △7.3％ 54.9％  

食 材 部 門 2 億 39 百万円 △49.8％ 1.8％  

そ の 他 69 百万円 △31.9％ 0.5％  

 合  計 133 億 07 百万円 △3.5％ 100.0％   

６．過去５年間の連結経営成績  (単位：百万円) 

  
17 年 9 月 

中 間 期 

16 年 9 月 

中 間 期 

15 年 9 月 

中 間 期 

14 年 9 月 

中 間 期 

13 年 9 月 

中 間 期 

 売 上 高 13,307 13,789 14,426 14,347 14,019 

 営 業 利 益 246 △97 355 234 412 

 経 常 利 益 246 △47 381 315 507 

 中間純利益 △8,755 △368 173 124 259 

 (注)過去最高金額 売 上 高 14,426 百万円 （平成 15 年 9 月中間期）  

  営 業 利 益 437 百万円 （平成 12 年 9 月中間期）  

  経 常 利 益 578 百万円 （平成 12 年 9 月中間期）  

  中間純利益 259 百万円 （平成 13 年 9 月中間期）  

 


